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市川市新庁舎建設基本設計・実施設計業務委託 

プロポーザル応募要領 

 

１ 基本方針 

（１）基本理念 

本市の本庁舎については、耐震性の不足、老朽化またはバリアフリー化の遅れなど、様々な課

題を抱えています。これらの課題の解決と市民サービスの向上を目指して、本庁舎の建て替事

業を推進してきました。 

本プロポーザルは、市川市新庁舎建設基本設計・実施設計業務の設計者を特定するにあたり、

「市川市庁舎整備基本構想」を踏まえた、高い設計能力及び豊富な経験等を有する設計者を特

定するために実施するものです。 

 

（２）業務概要 

ア 委託業務名       市川市新庁舎建設基本設計・実施設計業務委託 

イ 業務内容        市川市新庁舎建設工事に係る基本設計・実施設計 

（詳細は、特記仕様書による） 

ウ 履行期間        契約日から平成２７年９月３０日（約２１ヶ月）まで 

エ 業務規模        延べ床面積 ４４，９００㎡程度（新第１庁舎及び新第２庁舎） 

オ 概算工事価格（上限）  約１７０億円（税込み）（新第１庁舎及び新第２庁舎） 

カ 発注者         市川市 

キ 計画概要        資料「市川市庁舎整備基本構想」による 

ク 事業実施スケジュール 

設計期間        平成２６年１月から平成２７年９月３０日まで 

予定工事期間      平成２７年９月から平成３２年２月まで 

 

（３）選考方針 

設計者の特定は、次のア（一次選考）及びイ（二次選考）の２回の選考を経て行います。 

ア 提出書類による市川市新庁舎建設設計者選考委員会（以下「委員会」という。）の選考委

員の評価を踏まえ、参加表明書等の提出者の中から技術提案書を提出できる者を５者程度

選定します（一次選考）。 

イ 一次選考で選定された者について、技術提案書及び技術提案資料並びにヒアリングによる

選考委員の評価を踏まえ、委託候補者１者及び委託候補次席者１者を特定します（二次選

考）。 

（４）委員会の構成 

学識経験者（建築）        １名 

学識経験者（都市計画）      １名 

学識経験者（安全環境）      １名 

学識経験者（設備環境）      １名 

学識経験者（行政運営）      １名 
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関係団体の推薦を受けた者        １名 

市 職 員            ２名 

※委員に対し不当な働きかけをした場合は失格となります。 

（５）事務局 

郵便番号 272－8501 市川市八幡１丁目 1 番 1 号 

市川市 企画部 企画・広域行政課 庁舎整備推進担当室 

TEL:047-704-0066、FAX:047-336-8071 

E-mail: choshaseibi-suishin@city.ichikawa.chiba.jp 

URL: http://www.city.ichikawa.lg.jp/ 

 

（６）スケジュール 

 内   容 日   時 

一

次

選

考 

参

加

表

明

書

等

提

出 

応募要領等の配布、 

参考資料の配布、資料閲覧 

平成２５年９月２７日（金）午前９時から 

平成２５年１０月１０日（木）午後５時まで 

参加表明書等に関する 

質問書の受付期間 

応募要領等の配布日から 

平成２５年１０月 ３日（木）午後５時まで 

質問書の回答 平成２５年１０月 ７日（月） 

参加表明書等の受付期限 平成２５年１０月１０日（木）午後５時まで 

一次選考 平成２５年１０月１６日（水） 

選定・非選定通知書の発送 平成２５年１０月２２日（火） 

二

次

選

考 

技

術

提

案

書

提

出 

技術提案書の受付開始 平成２５年１０月２２日（火） 

技術提案書に関する 

質問書の受付期間 

選定結果の通知日から 

平成２５年１０月２８日（月）午後５時まで 

質問書の回答 平成２５年１１月１日（金） 

技術提案書の受付期限 平成２５年１２月 ２日（月）午後５時まで 

公開プレゼンテーション 

ヒアリング 
平成２５年１２月１５日（日） 

二次選考 平成２５年１２月２４日（火） 

特定・非特定通知書の発送 平成２５年１２月２７日（金） 
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（７）応募要領等の配布 

ア 配布期間 

平成２５年９月２７日（金）から平成２５年１０月１０日（木）まで 

イ 配布場所 

応募要領等は、市川市のホームページからダウンロードして下さい。 

（URL: http://www.city.ichikawa.lg.jp/） 

（８）資料の配布 

ア 配布資料 

・資   料：市川市庁舎整備基本構想 

・参考資料１：現本庁舎平面図 

・参考資料２：現南八幡分庁舎平面図 

イ 配布期間 

平成２５年９月２７日（金）から平成２５年１０月１０日（木）まで 

ウ 配布方法 

上記資料は、市川市のホームページからダウンロードして下さい。 

（URL: http://www.city.ichikawa.lg.jp/） 

（９）閲覧資料 

ア 閲覧資料  

・閲覧資料１：既存市川市本庁舎設計図（現第３庁舎） 

・閲覧資料２：既存地質調査（新第１庁舎敷地内） 

・閲覧資料３：既存地質調査（新第２庁舎隣接地） 

イ 閲覧期間 

平成２５年９月２７日（金）から平成２５年１０月１０日（木）まで。ただし、土曜日

及び日曜日を除く。 

閲覧時間は、午前９時から午後５時まで（事前に事務局までご連絡ください） 

ウ 閲覧場所 

市川市 企画部 企画・広域行政課 庁舎整備推進担当室 

 
２ 参加資格 

市川市が実施する新庁舎建設設計に係るプロポーザル方式による委託候補者の選考に参加す

ることができる者は、次の（１）から（７）までのいずれにも該当する単体企業又はその単体

企業を代表者とする共同企業体とします。 

なお、その代表者と共同企業体を構成する企業は、次の（２）から（７）までのいずれにも

該当する者とします。 

（１）参加表明書等を提出するものは、当該事務所において、平成１０年４月１日以降に、国又

は地方公共団体が発注した、庁舎（執務室及び窓口を主としたもの）又は公共施設（いず

れも延べ床面積１５，０００㎡以上とする。）の建設に関する基本設計又は実施設計業務を

元請で受託し、公告日現在において当該設計業務が完了している実績を有する者であるこ

と。 
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（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること。 

（３）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定により、一級建築士事務所の登録

を受けている者であること。 

（４）建築士法第１０条第１項の規定に該当しない者であること。 

（５）この公告の日から委託候補者特定までの間において、市川市から競争参加資格停止又は競

争参加資格除外の措置を受けていない者であること。 

（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていな

い者（再生手続開始の決定を受けた者を除く）であること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていな

い者（更生手続開始の決定を受けた者を除く）であること。 

 

３ 業務実施上の条件 

次の条件をすべて満たすこととします。 

（１）分担業務分野の再委託 

ア 主たる分担業務分野（総括及び建築（意匠）分野）を再委託しないこと。ただし、主たる

業務以外の部分（トレース、パース等）については、再委託を認める。 

イ 構造分野の再委託先は、建築士法における構造設計一級建築士による設計への関与ができ

る資格者が所属していること。ただし、当該事務所に構造設計一級建築士による設計への

関与ができる資格者が所属している場合は、この限りでない。 

ウ 建築（設備）分野の再委託先は、建築士法における設備設計一級建築士による設計への関

与ができる資格者が所属していること。ただし、当該事務所に設備設計一級建築士による

設計への関与ができる資格者が所属している場合は、この限りでない。 

※１：構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士の資格者は、構造設計一級建築士証

若しくは設備設計一級建築士証の交付を受けた者、又は国土交通大臣の登録を受

けた登録講習機関が行う講習の課程を修了した通知書を受けた者であること。 

（２）配置予定技術者 

ア 管理技術者は、一級建築士であること。 

イ 管理技術者及び建築主任技術者は、参加表明者の組織に所属していること。 

ウ 管理技術者及び様式３に記入を求める各主任技術者は、それぞれ１名であること。 

エ 管理技術者は、様式３に記入を求める各主任技術者を兼任していないこと。 

オ 様式３に記入を求める建築主任技術者は、記入を求める他の分担業務分野の主任技術者を

兼任していないこと。 

※２：「主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を総括

する役割を担う者をいう。 

※３：分担業務分野の分類は、下表による。なお、提出者において新たな分担業務分野

（ユニバーサルデザイン、インテリアデザイン、照明計画、積算業務等）を追加

する場合は、管理技術者・主任技術者の経歴等（提出者が新たに追加する分担業

務分野の主任技術者）（様式３－Ｄ）の提出において、新たに追加する分担業務分

野の具体的業務内容及び分野を追加する理由を記入すること。ただし、この場合
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において当該分野の技術者の評価は行わない。なお、次の分担業務分野を分割し

て新たな分野として設定はできない。 

分担業務分野 業務内容 

建築（意匠） 
「昭和５４年建設省告示第１２０６号別添一の別表第２－１設計」に

おける（１）、（２） 

構造 同上（３）、（４） 

電気設備 同上（５）、（６） 

機械設備 同上（７）～（１０） 

 

（３）参加に対する制限 

ア 参加表明者、設計共同企業体の構成企業、構造分野・電気設備分野・機械設備分野の協力

事務所の重複参加は認めません。 

イ 委員会の委員が自ら設立し、又は役員、顧問等として実質的に関係する組織に所属する者

の参加は認めません。 
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 一次選考  

４ 参加表明書等の提出 

（１）提出書類 

    参加表明書等の提出書類は、指定の様式に基づき作成してください。 

ア 参加表明書 

イ 技術資料 様式１～５ 

ウ 様式２、３に添付する資格・実績確認書類 

（２）参加表明書等の提出方法等 

ア 提出部数 

・参加表明書                 １部 

・技術資料（様式１～５）          １０組（複写可） 

・様式２、３に添付する資格・実績確認書類   １部 

技術資料は表紙をつけず、様式１～５を１組として左上部をホチキス綴じしてください。 

イ 提出方法 

提出書類は、提出先まで持参又は郵送とします。郵送する場合には配達証明付書留郵便と

し、受付期限までに必着とします。 

ウ 提出書類の受領確認 

持参の場合は、受領時に提出書類受領確認書をお渡しします。郵送の場合は、ファクシミ

リにて提出書類受領確認書を送付しますので、到着しましたら電話で事務局に連絡してく

ださい。 

エ 受付期間 

応募要領等の配布日から平成２５年１０月１０日（木）午後５時まで 

オ 提出場所 

市川市 企画部 企画・広域行政課 庁舎整備推進担当室 

（３）参加表明書等に関する質問の受付及び回答 

ア 質問の方法 

質問は、質問書（別添様式）により電子メールにて事務局へ送付してください。 

なお、電子メール以外では質問の受付はできません。また、二次選考で使用する技術提案

書の内容についての質問は、この期間での受付はできません。 

イ 質問書の受付期限 

平成２５年１０月３日（木）午後５時まで 

ウ 質問に対する回答 

質問に対する回答は、一括して質問回答書としてとりまとめ、参加表明書提出者全員に対

し、平成２５年１０月７日（月）に電子メールにて回答します。 

質問回答書は、本応募要領の追加又は修正として、応募要領と同様に扱います。 

（４）提出書類の記入上の留意事項 

ア 参加表明書 

代表者印を押印の上、提出してください。 
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イ 技術職員・資格（様式１） 

（ア） 当該事務所の技術職員・資格について記入してください。 

（イ） 資格は、一級建築士、構造設計一級建築士、設備設計一級建築士を対象とし、こ

れ以外の資格については記入しないでください。また、複数の資格を有する職員

については、いずれか一つの資格の保有者として記入してください。 

ウ 事務所の同種・類似業務実績（様式２） 

次の（ア）、（イ）に該当する同種又は類似の業務実績５件以内を記入してください。なお、

業務実績とは基本設計又は実施設計業務の契約履行が公告日現在において完了している

ものをいい、施設の完成は問いません。 

（ア） 同種業務の実績における対象施設は、平成１０年４月１日以降に、国又は地方公

共団体が発注した、延べ床面積１５，０００㎡以上の庁舎（執務室及び窓口を主

としたもの）の建設に関する基本設計又は実施設計業務を元請で受託している実

績を対象とします。 

（イ） 類似業務の実績における対象施設は、平成１０年４月１日以降に、国又は地方公

共団体が発注した、延べ床面積１５，０００㎡以上の公共施設の建設に関する基

本設計又は実施設計業務を元請で受託している実績を対象とします。 

（ウ） 実績が複数ある場合は、同種業務の実績を優先し、かつ規模の大きいものから５

件を記入してください。なお、同種又は類似業務の実績が合わせて５件に満たな

い場合は、実績があるもののみを記入してください。 

なお、記入した業務については契約書（鏡）の写し、業務の完了が確認できる資料の

写し及び様式２の施設の概要が確認できる図面※１、写真、パース等の書類を提出して

ください。また PUBDIS※２の登録がある場合は、その写しも提出してください。 

※１：図面は、前記（ア）及び（イ）で複合施設の場合は、庁舎及び公共施設の用途の

部分を囲んでください。 

※２：PUBDIS とは、（社）公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」のことをい

う。 

（エ） 該当する業務実績について、次の項目を記入してください。 

A 受注形態の欄には、単独、設計共同体又は協力（協力事務所としての参画）の別を

記入してください。 

B 協力の場合は、発注者の欄に発注者を記入すると共に、元請事務所名について括弧

書きで記入してください。 

C 構造・規模・面積の欄には、〔構造種別－地上階数／地下階数、延べ面積〕を記入し

てください。〔例：ＲＣ－５Ｆ／Ｂ１、○○○○○㎡〕 

    D 受賞歴は、受賞名、受賞年月日を記入してください。 

（オ） 審査において「同種」を「類似」又は「実績無し」と、また「類似」を「実績無

し」と、更に「受賞歴」を「受賞歴なし」として評価することがあります。 

エ 管理技術者・主任技術者の経歴等（様式３） 

本業務を担当する管理技術者及び記入を求める各専門分野の担当主任技術者について、次

に従い記入してください。また、同種・類似業務実績及び記入件数は３件以内とします。 
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（ア） 経験年数、資格名称 

A 各技術者について、当該事務所との雇用関係を証明する資料（健康保険証の写し等）

を添付してください。なお、参加表明書の受付日以前に当該事務所と直接的かつ恒常

的に３ヶ月以上の雇用関係が必要となります。 

B 各技術者について、記入した資格を証する資料（資格者証の写し等）を添付してく

ださい。 

（イ） 同種・類似業務実績 

A 同種・類似業務の内容は、前記ウ （ア） から（ウ） までの説明と同じです。 

B 該当する業務実績については、前記ウ （エ） にならって記入し、あわせて関わっ

た分担業務分野及び立場（管理技術者、主任技術者、担当技術者又はこれらに準ずる

立場）を記入してください。 

（ウ） 公告日現在、従事している設計業務及び監理業務 

公告日現在、継続中の手持ち設計・監理業務について、前記ウ（エ）にならって記入

し、あわせて関わっている分担業務分野及び立場（管理技術者、主任技術者、担当技

術者又はこれらに準ずる立場）を記入してください。 

（エ） 分担業務分野 

提出者において新たに追加する分担業務分野（ユニバーサルデザイン、インテリアデ

ザイン、照明計画、積算業務等）がある場合は、主任技術者の経歴等（様式３－D）

を提出してください。 

オ 協力事務所（様式４） 

協力事務所がある場合は提出してください。分担業務分野には、構造、電気設備、機械設

備、又は提出者において新たに追加する分担業務分野（ユニバーサルデザイン、インテリ

アデザイン、照明計画、積算業務等）を記入し、協力事務所の名称、所在地、代表者、協

力を受ける内容及び理由について記入してください。 

カ 業務実施方針（様式５） 

業務実施方針として、以下の内容について記述してください。 

（ア） 敷地条件が厳しい中、地域の特徴を活かした設計方針について 

（イ） 設計チームの業務取組体制について 

（ウ） 設計過程における市民参加及び情報提供の考え方について 

（エ） 新庁舎完成までの仮庁舎や引越しを含めた全体工程の考え方について 

キ 参加表明書及び技術資料作成上の注意事項 

（ア） 様式５はＡ３判１枚とします。 

（イ） 提案は、文章での表現を原則として、基本的考え方を簡潔に記述してください。

文字の大きさは 10.5 ポイント以上としてください。 

（ウ） 提出者（協力事務所を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な社名

や実績の名称等）を記入しないでください。 

（エ） 使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法

（平成４年法律第５１号）に定める単位としてください。 
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ク 参加表明書等の評価基準 

提出書類の評価基準は、次の評価表によります。 

評価項日 
評価の着目点 

 判断基準 

（１） 

事務所の評価 

技術職員数 技術職員数を評価する 

有資格者数 有資格者数を評価する 

同種･類似業務の実績 実績の種類、規模、件数、受賞歴について評価する 

（２） 

配置技術者の資格 
専門分野の技術者資格 

各担当分野について､資格の

内容を資格評価表により評価

する 

主任 

技術者 

建築 

構造 

電気設備 

機械設備 

（３） 

配置技術者の 

技術力 

同種又は類似業務の実績

(実績の有無及び 

件数､携わった立場)  

次の順で評価する 

①同種業務の実績がある 

②類似業務の実績がある 

（上記①、②に加え携わった

立場、受賞歴も評価する） 

管理技術者 

主任 

技術者 

建築 

構造 

電気設備 

機械設備 

経験年数 実務経験年数を評価する 

管理技術者 

主任 

技術者 

建築 

構造 

電気設備 

機械設備 

（４） 

業務実施方針 

①敷地条件が厳しい中、地

域の特徴を活かした設計

方針について、②設計チー

ムの業務取組体制につい

て、③設計過程における市

民参加及び情報提供の考

え方、④新庁舎完成までの

仮庁舎や引越しを含めた

全体工程の考え方につい

て 

①～④について、その的確性(与条件との整合性が取れてい

るか等)、創造性(工学的知見に基づく創造的な提案がされ

ているか等)、実現性(提案内容が理論的に裏付けられてお

り､説得力のある提案となっているか等)を評価するととも

に、取り組み意欲及び業務の理解度を確認する。 



10 
 

 二次選考  

５ 技術提案書の提出 

（１）提出書類 

ア 技術提案書 

イ 設計工程及び全体工程  任意様式 

ウ 市民参加の考え方  任意様式 

エ 設計チームの特徴  任意様式 

オ 特定テーマについての技術提案資料   任意様式（Ａ３判） 

カ 技術提案資料を補足する資料  任意様式（Ａ３判） 

キ 設計見積書    任意様式 

（２）提出書類の提出方法等 

ア 提出部数 

・技術提案書                     １部 

・技術提案資料 任意様式（Ａ３判）         １０組（複写可） 

技術提案資料は「技術提案資料の表紙」をつけて、任意様式（Ａ３判）を１組として左上

部をホチキス綴じしてください。 

・技術提案資料を補足する資料 任意様式（Ａ３判）  １０組（複写可） 

・技術提案資料を補足する資料は「技術提案資料を補足する資料の表紙」をつけて、任意様

式（Ａ３判）を１組として左上部をホチキス綴じしてください。 

・設計見積書 任意様式               １部 

イ 提出方法 

提出書類は、提出先まで持参又は郵送とします。郵送する場合には配達証明付書留郵便と

し、受付期限までに必着とします。 

ウ 提出書類の受領確認 

持参の場合は、受領時に提出書類受領確認書をお渡しします。郵送の場合は、ファクシミ

リにて提出書類受領確認書を送付しますので、到着しましたら電話で事務局に連絡してく

ださい。 

エ 技術提案書の受付期間 

選定結果の通知日から平成２５年１２月２日（月）午後５時まで 

オ 提出場所 

市川市 企画部 企画・広域行政課 庁舎整備推進担当室 

（３）技術提案書に関する質問の受付及び回答 

ア 質問の方法 

質問は、質問書（別添様式）により電子メールにて事務局へ送付してください。 

イ 質問書の受付期間 

選定結果の通知日から平成２５年１０月２８日（月）午後５時まで 

ウ 質問に対する回答 

質問に対する回答は、一括して質問回答書としてとりまとめ、技術提案書提出者全員に対

し、平成２５年１１月１日（金）に電子メールにて回答します。 

質問回答書は、本応募要領の追加又は修正として、応募要領と同様に扱います。 
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（４）提出資料の記入上の留意事項 

ア 技術提案書 

代表者印を押印の上、提出してください。 

イ 設計工程及び全体工程（任意様式） 

新庁舎建設に伴う基本設計・実施設計業務委託の設計工程等を求めます。なお、設計業務

には、現本庁舎及び現南八幡分庁舎の解体設計、積算業務並びに、関係法令の申請期間ま

でを含むものとします。また、新庁舎完成までの全体工程を求めるとともに、解体や地下

工事にかかる施工方法や騒音対策などについて考え方を求めます。 

ウ 市民参加の考え方（任意様式） 

設計業務期間中における市民への情報提供や意見聴取の方法など、市民参加の考え方につ

いて求めます。 

エ 設計チームの特徴（任意様式） 

技術者の配置や取り組み体制、業務推進にあたり重点としていることなどについて考え方

を求めます。 

オ 特定テーマについての技術提案（任意様式） 

技術提案は、資料「市川市庁舎整備基本構想」及び下記の各テーマにおける市川市の現状

を踏まえた上で、次のテーマについての提案をしてください。なお、配置等の考え方を記

載する場合は概算面積を記載して下さい。 

（ア） 「テーマ１．庁舎空間の考え方」 

（市川市の現状） 

新たな庁舎においては、狭あい・分散を解消するとともに、利用しやすい庁舎の

実現が要求されるが、現在の本庁舎敷地については、北側住居地域に対する日影

規制や京成線との近接など、敷地条件の制約が多く、理想的な建物空間の形成が

難しい状況にある。 

あわせて、必要な庁舎規模を確保するために、2 つの敷地において、庁舎機能を

分担しながら整備するとともに、先行して整備する新第 2 庁舎については仮庁舎

として利用しなければならない状況にある。 

（イ） 「テーマ２．コスト縮減の考え方」 

（市川市の現状） 

リーマンショック以降の景気の低迷を受け、本市においても財政状況が厳しくな

る中、整備にあたっては、可能な限り事業費の圧縮に努めていくとともに、簡素

化・効率化された庁舎運営の実現、あるいは再生可能エネルギーの活用等により、

将来にわたり維持管理費を抑えていく必要がある。 

また、今後のオリンピック開催を控え、資材の高騰なども懸念されるところであ

り、イニシャルおよびランニングの両面からコストの縮減に努めていかなければ

ならない状況にある。 
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（ウ） 「テーマ３．デザイン・敷地利用の考え方」 

（市川市の現状） 

本市は、多くの著名な文化人がその活動の地とした文化の薫り高い街である一方、

都心のベッドタウンとして若い世代も多く住むという地域特性を持っている。 

また、建設地である現在の本庁舎敷地は、市制施行時より市の中心地である八幡

に置かれ、敷地の南側には、国道 14 号およびＪＲ線などの主要交通網と隣接する

非常に便利な土地柄である一方、北側には、葛飾八幡宮と閑静な住宅街が広がっ

ている。 

なお、新第 1 庁舎・新第 2 庁舎とも、周辺の道路交通環境に極力影響を与えない

ような駐車場整備・動線の確保も課題の一つとなっている。 

（エ） 「テーマ４．時代の変化に対応した庁舎の考え方」 

（市川市の現状） 

本市においても、平成 22 年をピークに人口が減少に転じ、今後は人口減少と少子

高齢化がますます進むことが予測される一方で、地方分権に基づく権限移譲等、

地方行政を取り巻く環境の変化が常に生じている。このような時代変化に応じて、

効率的かつ有効に活用できる庁舎の実現が求められる。 

カ 技術提案資料を補足する資料（任意様式） 

技術提案資料を補足するため、提案者が自ら必要と考えるもの（図面など）を提

出してください。 

キ 技術提案資料作成上の注意事項 

（ア） 特定テーマについての技術提案（任意様式）はプレゼンテーションで説明できる

枚数（Ａ３判数枚）にまとめてください。また、技術提案資料を補足するための

任意資料はプレゼンテーションには使用出来ません。 

（イ） 提案は、文章での表現を原則として、基本的考え方を簡潔に記述してください。 

文字の大きさは 10.5 ポイント以上としてください。 

（ウ） 提出者（協力事務所を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な社名 

や実績の名称等）を記入しないでください。 

（エ） 使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量法 

に定める単位としてください。 
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（５）技術提案書の評価基準 

提出資料の評価基準は、次の評価表によります。 

評価項日 
評価の着目点 

 判断基準 

特定テーマに対す

る技術提案 

 

(評価にあたって

は技術提案書の内

容及びヒアリング

の結果により総合

的に判断を行う) 

設計工程及び

全体工程 

設計工程計画及び全体工程計画、並びに施工方法、騒音及び振

動等に対する考え方について、その的確性（与条件との整合性

が取れているか等）、創造性（工学的知見に基づく創造的な提案

がされているか等）、実現性（提案内容が理論的に裏付けられて

おり､説得力のある提案となっているか等）及び業務の理解度を

評価する 

市民参加 

の考え方 

設計業務期間中における市民への情報提供や意見聴取の方法な

ど、市民参加の考え方について、その的確性（与条件との整合

性が取れているか等）、創造性（工学的知見に基づく創造的な提

案がされているか等）、実現性（提案内容が理論的に裏付けられ

ており､説得力のある提案となっているか等）及び業務の理解度

を評価する 

設計チーム 

の特徴 

技術者の配置や取り組み体制、業務の推進にあたり重点として

いることなどについて、その的確性（与条件との整合性が取れ

ているか等）、創造性（工学的知見に基づく創造的な提案がされ

ているか等）、実現性（提案内容が理論的に裏付けられており､

説得力のある提案となっているか等）及び業務の理解度を評価

する 

特定テーマに 

対する 

技術提案 

特定テーマについて､その的確性（与条件との整合性が取れてい

るか等）、創造性（工学的知見に基づく創造的な提案がされてい

るか等）、実現性（提案内容が理論的に裏付けられており､説得

力のある提案となっているか等）及び業務の理解度を評価する

取り組み 

意欲・基本 

構想の理解度 

取り組み意欲、基本構想の理解度のほか、ヒアリングの内容を

ふまえ総合的に評価する 

 

（６）公開ヒアリング 

ア 説明者は当該業務に予定する管理技術者及び建築担当主任技術者の２名とし、原則として

代理者の出席及び指定された者以外の者の出席は認めません。 

イ ヒアリングの場所、日付、時間、留意事項等については一次選考後に別途通知します。 

ウ ヒアリング時の説明に際しては、提出した技術提案書のみを使用してください。任意資料 

はヒアリングには使用できません。 

エ ヒアリングに出席しない場合は、参加意思がないものとみなし、原則として選考の対象と

しません。 

 

６ 選考方法 

（１） 本プロポーザルは、二段階選考方式で行います。 

（２） 一次選考は、提出書類による委員会の選考委員の評価を踏まえ、参加表明書提出者の中か

ら、技術提案書を提出できる者を５者程度選定します。 
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（３） 二次選考は、一次選考で選定された者について、技術提案書及びヒアリングによる選考委

員の評価を踏まえ、委託候補者１者及び次席者１者を特定します。 

７ 選考及び結果の通知 

（１）選考に係る評価 

ア 参加資格確認 

参加表明書を期限までに提出している者のうち、参加資格を満たしている者の参加を認め

ます。 

イ 一次選考 

提出書類による委員会の選考委員の評価を踏まえ、参加表明書等の提出者の中から技術提

案書を提出できる者を５者程度選定します。 

ウ 一次選考結果の通知 

一次選考の結果、選定されなかった者に対しては、選定されなかった旨と、その理由（非

選定理由）を郵送で書面にて通知します。一次選考で選定された者は、技術提案書提出要

請書を郵送で書面にて通知します。 

エ 二次選考 

一次選考で選定された者について、技術提案書及び技術提案資料並びにヒアリングによる

選考委員の評価を踏まえ、委託候補者１者及び委託候補次席者１者を特定します。 

オ 二次選考結果の通知 

二次選考の結果、委託候補者及び次席者に特定されなかった者に対しては、特定されなか

った旨と、その理由（非特定理由）を郵送で書面にて通知します。二次選考で特定された

者は、特定通知を郵送にて書面にて通知します。 

 

８ 失格 

次の条件のいずれかに該当する場合には失格となることがあります。 

（１）提出資料等が本要領の提出方法に適合しない場合 

（２）提出資料等が本要領に示された条件に適合しない場合 

（３）虚偽の内容が記入されている場合 

（４）その他、本要領に違反すると認められた場合 

（５）選考委員に不当な働きかけをした場合 

（６）選考の公平さに影響を与える行為があったと認められる場合 

 

９ 設計業務契約 

（１）契約の締結 

市川市は、最も優れた提案者と認められた委託候補者と契約の交渉を行います。この手続

きに参加した者が、公告の日から委託候補者特定までの間に、市川市から競争参加資格停

止又は競争参加資格除外の措置を受けた場合、その者については、この手続きに係る特定

の対象とせず、又は契約の締結を行わないことがあります。 

また、委託候補者に事故等があり、見積書の徴収が不可能となった場合は、次席者を契約

の交渉、見積書の徴収の相手方とするものとします。 
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（２）契約に係る業務内容 

契約に係る設計業務は、基本設計及び実施設計業務とし、次の業務内容が含まれます。 

・建築意匠、建築構造、建築設備、外構の設計 

・既存庁舎の解体設計 

・設計説明書、設計概要書の作成 

・工事費概算書の作成 

・積算業務 

・概略工事工程表の作成 

・CASBEE 新築（予定）に基づく評価・認定取得 

・免震構造設計、動的解析（必要な場合は大臣認定の取得とそれに係る評定手続き） 

・関係法規に係る関係機関との打合せ及び各種協議（標識看板などの作成設置を含む） 

・市川市が指定する設計に必要な調査 

・都市計画法、建築基準法、消防法、エネルギーの使用の合理化に関する法律、高齢者・

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、その他建築遂行上必要となる法令又は

条例等に基づく資料の作成・申請手続きにおける対応支援 

・ライフサイクルアセスメント検討・評価 

・コスト縮減検討 

・防災計画、災害対策に必要な施設の特別な検討 

・基本設計時における市民ワークショップの運営・進行・管理及び資料の作成、説明会等

への参加 

・地質調査、地形測量、交通量調査、電波障害調査（事前）等 

なお、工事監理業務は本業務に含みません。 

（３）履行期間 

契約日から平成２７年９月３０日（約２１ヶ月）まで 

ただし、既存庁舎（現本庁舎及び現南八幡分庁舎）の解体設計は平成２６年８月までに完

了させることとします。また、新第２庁舎の工事発注図書（図面及び数量計算等）は平成

２７年５月下旬までに完了させることとします。 

（４）契約の締結 

ア 契約を締結するときは委託金額の１００分の１０以上の額の契約保証金を納めなけれ

ばならないこととします。また、委託候補者が市川市財務規則第 117 条第 2項及び第 3

項の各号に該当する場合は契約保証金を免除することができるものとします。 

イ 前払金は請求により、平成２５、２６、２７年度のそれぞれにおいて、各年度の歳出

予算に計上された金額以内で、各年度の出来高の１００分の３０以内で支払うものと

します。 

ウ 地形測量の完了及び地質調査の一部の完了後（平成２５年度）に成果物の引渡しを受

け、当該成果物に対応する委託金額を支払う予定としています。 

エ 新庁舎基本設計の完了後（平成２６年度）に新庁舎基本設計の成果物の引渡しを受け、

当該成果物に対応する委託金額を支払う予定としています。 
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（５）契約者 

市川市 

（６）契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（７）契約書の作成の要否 

要します。 

（８）設計内容 

設計業務の実施にあたっては、市川市と十分協議して進めるものとします。 

１０ その他 

（１）辞退について 

技術提案書の提出者に選考された者が、技術提案書の提出を辞退する場合は、書面（書式

自由。ただし、Ａ４判とする。）により、平成２５年１２月２日（月）までに事務局まで、

持参又は郵送してください。なお、辞退した場合でも、これを理由として以後の業務発注

等に不利益な扱いを受けることはありません。 

（２）工事受注資格の喪失 

ア 本件業務を受注した者（その者が本件業務の遂行に当たって協力を得ようとする者を含

む。）は、本件業務に係る工事の入札に参加し、又は当該工事を請け負うことができませ

ん。 

イ 本件業務を受注した者（その者が本件業務の遂行に当たって協力を得ようとする者を含

む。）と建設業者との間に次に掲げる事実が認められる場合は、当該建設業者は本件業務

に係る工事の入札に参加し、又は当該工事を請け負うことができません。 

（ア） 一方が他方に出資していること。 

（イ） 一方の代表取締役が他方の取締役を兼ねていること。 

（３）参加表明書の作成及び提出に係る費用は、参加表明者の負担とします。技術提案書につい

ても同様です。 

（４）提出受付期間以降における提出資料の差し替え及び再提出は原則として認めません。また、

本業務の実施にあたっては、提出資料に記入した配置予定の管理技術者及び主任技術者を

原則として変更することはできません。ただし、病床、死亡、退職等のやむを得ない理由

により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの承諾を市川市から得るものとし

ます。 

（５）提出資料の取扱い 

ア 提出された参加表明書等は返却しません。 

イ 特定されなかった技術提案書は、提出者の希望がある場合は返却します。返却を希望する

場合は、その旨を技術提案書に記入してください。記入なき場合は返却希望がないものと

みなします。 

ウ 提出資料は、選考を行う作業に必要な場合において、複製を作成します。 
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エ 提出資料及びその複製は、技術提案書の選考以外に提出者に無断で使用しないものとしま

す。ただし、市川市は、技術提案書のうち、「業務の実施方針（様式５）」及び「特定テー

マについての技術提案（任意様式）」については、本プロポーザルに関する記録として使

用できるものとします。 

（６）選考の経緯及び結果についての異議の申し立ては受け付けません。 


